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社会との絆

当社は、これまで相互会社という会社形態をとり、総代会・お客さま懇談会・評議員会などを設置し、
態勢の充実と運営の活性化を図ってきました。
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相互会社制度の運営

 総代会
経営管理

平成20年度評議員会議題

　当社は、経営の重要な意思決定・監督と業務執行を分

離し機能強化を図るため、執行役員制度を導入していま

す。取締役会は、経営の重要な意思決定を行うとともに、

業務執行の監督を行います。執行役員は、取締役会が選

任し、取締役会が定める分担に従って業務を執行します。

また、社長および社長の指名する執行役員で構成する経

営会議を開催し、経営上の重要事項を審議します。

　経営の透明性を高めるために、取締役選任候補者の適

格性を確認する指名委員会と取締役・執行役員の報酬制

度等について審議する報酬委員会を設置しています。

　監査役は取締役会・経営会議への出席、部門へのヒア

　経営の適正を期すため当社からの諮問および当社経営

についての意見具申等を行う機関として「評議員会」を設

置しています。評議員（15名以内）は、総代会において社

員または学識経験者の中から選任されています。

 評議員会

　「総代会」は、相互会社である当社の最高意思決定機関

です。総代会では、決算や事業活動等の報告とともに、会

社の重要事項に関する審議、決議が行われます。平成21

年度第108回定時総代会では、平成20年度剰余金処分

案や株式会社への組織変更計画等が審議、決議されました。

　総代は、社員の幅広い層の中から、公正な手続きを経

て選出されます。総代には、総代会で社員の意思を反映し、

充実した審議が行われるよう経営に係る重要事項につい

　お客さまに当社の経営・事業活動をご報告するととも

に、当社役職員がご意見・ご要望を直接お伺いし、業務

の改善や一層のサービスの向上に役立てるため、全国で

「お客さま懇談会」を開催しています。平成20年度は、平

成21年1月から3月に全国で開催しました。総代142名

 お客さま懇談会

お客さま懇談会での
主なご意見等内訳

経営
65.0%

第1回　
平成20年5月

・第107回定時総代会への付議事項
・平成19年度お客さま懇談会開催結果

第2回
平成20年11月

・平成20年度上半期業績概要
・ 2008-10年度
  中期経営計画「Value up 2010」
・平成20年度第4区総代の改選結果
・ 保険金等の支払いに関する業務改善計画の進捗状況

第3回　
平成21年3月

・平成20年度決算見込み
・ 保険金等の支払いに関する業務改善計画の進捗状況

情報開示

　当社は、社会・お客さまに対して情報を積極的に開示し、

経営の透明性を高め、正確に認識・判断いただくことが、

重要なコーポレート・ガバナンス強化策と考えています。

「情報開示基本方針」を取締役会で策定するとともに、不

適切な事象が発生した場合の公表について社内規定を定

めています。

経営管理体制

取締役：13名（うち社外取締役2名）　執行役員：23名（うち取締役との兼務
者9名）　監査役：5名（うち社外監査役3名）（平成21年6月30日現在）

リング等を通じ、各役員の職務執行、当社および子会社

のコンプライアンス・リスク管理の対応状況等の内部統制

態勢の監査を行うとともに、監査役会にて監査に関する

重要事項について協議します。
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を含む2,530名のお客さまに

ご出席いただき、「株式会社化・
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情報開示基本方針

 当社の経営・財務等に関する情報で、社会・お客さまに
とって重要と判断される情報について、適時・適切に情
報開示を行う。

 情報開示に際しては、ディスクロージャー誌、CSRレ
ポート、ニュースリリース、ホームページ等を通じ、
社会・お客さまに対して公平に情報が伝達されるよう、
留意する。

危機管理上、不適事象等については、社会・お客さま
への影響度、発生原因と当社の責任度合い、当該不適
事象の収束対応状況等を総合的に勘案し、適時・適切
に情報開示を行う。

情報開示の主な実績（平成20年度下半期～平成21年度上半期）

平成21年
4月20日

平成21年3月期第４四半期の有価証券評価損およびそ
の他有価証券評価差額金の減少について公表しました。

平成21年
5月20日

平成21年3月期決算を公表しました。これまでの年度
決算公表と比較し、約10日間の早期化を図っています。

平成21年
7月28日

平成22年3月期第1四半期末のその他有価証券評価差
額金の増加について公表しました。

ニュースリリース

平成20年8月1日に公表した業務改善計画について、その実施
状況を定期的に公表しています。

平成22年4月1日（予定）の株式会社化・上場に向けて、業績開
示のさらなる充実を図っています。
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■ 業績開示の充実

■ 保険金等のお支払いに関する業務改善計画の　　　
実施状況の公表

人を考える。それは、人とその人を取り巻く生活すべての
ことを真摯に考え、行動すること。生命保険事業は、
社会性・公共性の高い事業です。コーポレート・ガバナンスの
強化により信頼を確保するとともに、企業市民としての役割を
再確認し、地域社会に貢献していくことを目指します。

社会からの信頼確保

第108回定時総代会


